
JP 2009-283374 A 2009.12.3

10

(57)【要約】
【課題】　ダイコート方式で形成されるライン状の塗膜
は、幅及び厚みの変動が大きく、かつ制御が難しいとい
う問題があった。本発明はこの従来例の問題点を解決す
る。
【解決手段】　ノズル列をなす複数のノズル７を有する
液滴吐出ヘッド１を備えた液状物吐出装置において、各
ノズル７の先端吐出口８の内壁部に螺旋形状の溝１０を
設け、かつ前記先端吐出口８におけるノズル径ｄに対す
る液通過部長さＬの倍率を４以上とし、前記先端吐出口
８を囲むようにヒーター１１を設ける。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ノズル列をなす複数のノズルを有する液滴吐出ヘッドを備えた液状物吐出装置において
、各ノズルの先端吐出口の内壁部に螺旋形状の溝を設け、かつ前記先端吐出口におけるノ
ズル径に対する液通過部長さの倍率を４以上とし、前記先端吐出口を囲むようにヒーター
を設けたことを特徴とする液状物吐出装置。
【請求項２】
　請求項１記載の液状物吐出装置を用い、各ヒーターを加熱しながら、各ノズルから液状
物を吐出させ、これを基材に対して塗布することを特徴とする液状物吐出方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の液状物吐出方法において、ヒーターをＰＩＤ制御によって局所昇降温
調整することを特徴とする液状物吐出方法。
【請求項４】
　請求項３に記載の液状物吐出方法において、各ヒーターの局所昇降温調整を独立制御す
ることを特徴とする液状物吐出方法。
【請求項５】
　第一電極が形成された基材に仕切部材であるバンクを形成し、バンクで囲まれた領域に
有機発光層と第二電極を少なくともこの順に備え、電極間に電流を流すことにより有機発
光層を発光させる有機ＥＬ素子の製造方法において、液状の有機発光層形成材料を、請求
項１に記載の液状物吐出装置により塗布して、前記有機発光層をラインパターン形成する
ことを特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項６】
　反射電極が形成された基材に仕切部材であるバンクを形成し、バンクで囲まれた領域に
有機発光層と透明電極を少なくともこの順に備え、電極間に電流を流すことにより有機発
光層を発光させるトップエミッション型の有機ＥＬ素子の製造方法において、液状の有機
発光層形成材料を、請求項１に記載の液状物吐出装置により塗布して、前記有機発光層を
ラインパターン形成することを特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項７】
　請求項５または６に記載の有機ＥＬ素子の製造方法において、有機発光層を形成する工
程の前に、非液状の有機発光層形成材料を溶媒に溶解または分散させて液状の有機発光層
形成材料とする工程を備えることを特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液状物吐出装置、液状物吐出方法及び有機ＥＬ素子の製造方法に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　近年のインターネットを中心とした高度映像情報化社会の進展は目覚しいものがあり、
急速な技術革新によりライフスタイルは大きく変化しようとしている。その中でも携帯電
話をはじめとした携帯情報機器市場が急速に拡大している。インターネット接続サービス
の進化は、音声だけでなくデータ、画像配信に対する消費者のニーズが高いことを示して
おり、更には動画像配信サービスの開始により、こうしたニーズに応えるべく携帯電話は
更なる進化を遂げている。現在は電子マネー化への対応として携帯電話に決済機能や電子
認証機能、更にはＧＰＳによる位置情報サービスなどの機能が盛り込まれている。このよ
うに携帯電話が音声だけでなくデータや画像配信、更には電子認証や決済まで機能拡大を
実現した状況で、携帯電話は単なる電話ではなく、マルチメディア携帯端末として発展し
てきている。
【０００３】
　これに伴いより見やすく、より精細な画面で、より薄く軽いディスプレイが求められる
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ようになり、現在までにそれに見合った表示方式が各種提案されている。
【０００４】
  その方式の一つとして、有機ＥＬディスプレイ（以下ＯＬＥＤ）を用いるものが提案さ
れている。ＯＬＥＤは、基板と封止を含めてもわずか２ｍｍの厚さであり、大幅なダウン
サイジングが可能となる。また、光の三原色を自発光かつ面発光させることにより広視野
角が得られ、高コントラスト性や高速応答性も有すことから従来のディスプレイにない鮮
明な画像が得られる。更に、バックライトが不要で低電圧駆動、低電力消費により電池で
も作動する。
【０００５】
　有機ＥＬ素子は、２つの電極間に有機発光層を挟持した構造を有し、電極間に電流を流
すことにより有機発光層を発光させるものであるが、発光した光を取り出すために、どち
らか一方の電極を透明にする必要がある。そして、透明電極としてインジウム・錫酸化物
（ＩＴＯ）からなる透明導電膜等を用いることが提案されている（例えば、特許文献１、
２、３）。
【０００６】
　有機ＥＬ素子の成膜法の一つとして、ダイコート法を用いることが提案されている。ダ
イコート法は、従来から厚膜塗布や高粘度塗布液を連続塗布する用途に広く採用されてお
り、ダイコート法を用いて被塗布材塗布膜を形成する場合、カーテンフロー法、押し出し
法、ビード法等の塗布方法が知られる。中でもビード法は、ダイコータの液滴吐出ヘッド
先端に設けられたノズルから塗布液を吐出して、液滴吐出ヘッド先端と一定の間隔（ギャ
ップ）を保って相対的に走行する被塗布材との間に塗布液ビードと呼ばれる塗布液溜まり
を形成し、この状態で被塗布材の走行に伴って塗布液を引き出して塗布膜を形成する。そ
して、塗布膜形成により消費される量と同量の塗布液がノズルから供給されることにより
、塗布膜を連続的に形成するビード法を採用すれば、形成塗布膜の膜厚均一性が高精度化
される。また、塗布液の無駄が殆どなく、ノズルから吐出されるまで塗布液送液経路が密
閉されているので、塗布液の変質、異物の混入を防止でき、得られる塗布膜の品質も高く
維持できる。
【特許文献１】特開２００１－２５０６７８号公報
【特許文献２】特許第２８５０９０６号公報
【特許文献３】特開２００５－６８５０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来、ダイコート方式では形成されるライン（ストライプ）幅及び厚みの変動が大きく
、かつ制御が難しいという問題があった。ライン幅及び厚みの変動要因としては、塗布ス
ピード、ポンピングレート（送液量）、インキ粘度、基材とノズルの間隔（実際には基材
フィルムの厚みばらつき）等があり、それら各要因の僅かな変動に起因して、形成される
ラインの膜質（厚み、モルフォロジー）均一性が損なわれていた。
【０００８】
　また、複数のノズルからなるノズル列を有する複数の液滴吐出ヘッドを用いて高精細な
ラインパターンを形成する場合、ノズル径及び隣接ノズルとのピッチ間隔を微細にする必
要があり、低沸点の有機溶媒からなるインキを使用した際には、液詰まりや各ノズルから
の液滴吐出角度が変化する懸念があり、これにより、形成ラインパターンのピッチずれ、
各ノズルにおけるポンピングレートとステージ送り速度のマッチングがとれないことから
生じる不連続ライン（途切れ）が形成される。
【０００９】
　また、高精細なラインパターンを形成するためには、ポンピングレートを下げる、即ち
微小量吐出を行う必要があり、小径ノズルからディスペンサー等により空圧制御にて吐出
を行うダイコート塗布方式では微小量吐出に限界がある。更に吐出安定性、膜厚安定性の
観点からも不利に作用する。
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【００１０】
　また、高濃度（高粘度）のインキを用いた場合、所定乾燥膜厚を得るためにバンクで仕
切られた画素領域に充填するインキ吐出量は、低濃度（低粘度）のインキを用いた場合に
比べ、極めて少なくする必要があり、更に高濃度化によって、溶媒揮発によりインキのゲ
ル化物が生成され易く、ノズル先端吐出部の付着も抑制する必要がある。よって、ライン
形成可能なプロセスマージン（粘濃度マージン）拡大の観点からも、微小量吐出を安定的
に行える機構が不可欠となる。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するため本発明の液状物吐出装置は、ノズル列をなす複数のノズルを有
する液滴吐出ヘッドを備えた液状物吐出装置において、各ノズルの先端吐出口の内壁部に
螺旋形状の溝を設け、かつ前記先端吐出口におけるノズル径に対する液通過部長さの倍率
を４以上とし、前記先端吐出口を囲むようにヒーターを設けたことを特徴とする。なお前
記ノズル径とは、前記先端吐出口の液通過部における螺旋形状の溝を含まない部分の直径
を云う。
【００１２】
　また、本発明の液状物吐出方法は、上記液状物吐出装置を用い、各ヒーターを加熱しな
がら、各ノズルから液状物を吐出させ、これを基材に対して塗布することを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明に係る第１の有機ＥＬ素子の製造方法は、第一電極が形成された基材に仕
切部材であるバンクを形成し、バンクで囲まれた領域に有機発光層と第二電極を少なくと
もこの順に備え、電極間に電流を流すことにより有機発光層を発光させる有機ＥＬ素子の
製造方法において、液状の有機発光層形成材料を、上記液状物吐出装置により塗布して、
前記有機発光層をラインパターン形成することを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明に係る第２の有機ＥＬ素子の製造方法は、反射電極が形成された基材に仕
切部材であるバンクを形成し、バンクで囲まれた領域に有機発光層と透明電極を少なくと
もこの順に備え、電極間に電流を流すことにより有機発光層を発光させるトップエミッシ
ョン型の有機ＥＬ素子の製造方法において、液状の有機発光層形成材料を、上記液状物吐
出装置により塗布して、前記有機発光層をラインパターン形成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の液状物吐出装置及び液状物吐出方法によれば、各ノズルの先端吐出口の内壁部
に螺旋形状の溝を設け、かつ前記先端吐出口におけるノズル径に対する液通過部長さの倍
率（アスペクト比）を４以上として、そのアスペクト比を大きく設定することにより、吐
出抵抗を高めることができる。しかも、先端吐出口を囲むようにヒーターを設けることで
、ノズルの先端吐出口の液詰まりを抑制することができる。
【００１６】
　すなわち、ノズル径を変えることなく、ノズル先端吐出口の内壁形状を変更し、かつ前
記アスペクト比を大きくすることで、液状物（インキ）の通過における吐出抵抗が増大（
前記内壁とインキの接触面積の増大）し、結果として低圧制御を行うことなく微小量液滴
吐出が可能となる。これにより、初期のノズル先端部液溜まり（メニスカス）が小さくな
り、ラインパターン形成（連続吐出）を行うための被塗布物（基材）－ノズル間隔（ギャ
ップ）のプロセスマージンが拡大する。また、溶媒揮発によるインキ濃度上昇に伴う液詰
まり現象（インキゲル化物の内壁付着）も、ヒーターによる加熱で改善され、安定吐出（
等ピッチ間隔、連続吐出）、即ちラインパターンの形状安定性も大幅に向上することが期
待できる。
【００１７】
　従来のダイコート法による有機発光層の形成技術では、バンクで囲まれた画素領域にイ
ンキ(液状有機発光層形成材料)を充填しつつ、ラインパターンを形成するためには、ノズ
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ル先端吐出口付近に介在するインキゲル化物もしくはパーティクルをインキで溶解させ除
去するか、加圧除去する必要があった。これにより、インキをチューニング（捨打ち）と
いう形で大量消費するという問題が生じていた。本発明はチューニングを行うことなく、
ヒーターによる加熱効果で、瞬時に吐出角度の安定化を図ることができる。またヒーター
による加熱で、高粘度のインキを用いた場合でも液流動性を変化させることで、吐出量が
コントロールでき、インキ原体の溶媒溶解性を熱付加により上昇させることで、インキゲ
ル化物生成や凝集（相分離）も抑制できる。これにより、ライン形成可能なプロセスマー
ジン（粘濃度マージン）が大幅に拡大できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下に本発明の実施形態を図面に基づいて、具体的に説明する。但し、かかる実施形態
は本発明の一態様を示すものであり、この発明を限定するものではなく、本発明の範囲内
で任意に変更することが可能である。
【００１９】
　本実施形態の液状物吐出装置を図１、図２に示す。図において、１は液滴吐出ヘッドで
、ヘッド本体２とマニホールドプレート３とを備えている。ヘッド本体２とマニホールド
プレート３との間にマイクロポアフィルター４（図２にのみ示す。）が介在されている。
５はインキ供給シリンジ、６はディスペンサーユニット空圧調整配管である。
【００２０】
　液滴吐出ヘッド１は、ノズル列をなす複数のノズル７を有している。各ノズル７の下部
は先端吐出口８、上部はインキ溜り部９となっていて、これらは前記ヘッド本体２に穿設
されている。各インキ溜り部９は、前記マニホールドプレート３内に形成した連通空間部
１２に連通し、この連通空間部１２は前記インキ供給シリンジ５に連通している。各先端
吐出口８の内壁には螺旋形状の溝１０が設けられている。更に各先端吐出口８の周囲には
これを囲むようにヒーター１１が配設されている。
【００２１】
　前記先端吐出口８の液通過部長さＬは２８０μm（２００～３５０μmが好ましい。）、
前記先端吐出口８の前記溝１０部を含まない部分の直径(ノズル径)ｄ は４０μm（３０～
５０μmが好ましい。）、前記先端吐出口８の前記溝１０部を含む部分の直径Ｄは１２０
μm（１００～１５０μmが好ましい。）、ノズル７間のピッチＰは３００μmである。上
記のように先端吐出口８の液通過部長さＬの前記ノズル径ｄに対する倍率（アスペクト比
）が７と大きく設定されていることで、吐出抵抗が同一ノズル径のものに対し、大きくな
る。なお、前記アスペクト比は４～１２、望ましくは６～９の範囲に設定されていること
が好ましい。これにより、同一吐出圧力に対する液吐出量は大幅に低減される。
【００２２】
　本実施形態の液状物吐出装置は、有機ＥＬ素子の有機発光層をラインパターン形成する
ために用いるものであって、液状の有機発光層形成材料（インキと称する。）が、上記液
滴吐出ヘッド１と対向する位置にあるステージ1４上に置かれた基材１３に塗布される。
前記インキはインキ供給シリンジ５に貯留されている。
【００２３】
　上記液滴吐出ヘッド１の上記基材１３へのインキの吐出挙動を図２に示す。前記ディス
ペンサーユニット空圧調整配管６を介しての窒素ガスによる加圧を行い、前記インキを、
前記インキ供給シリンジ５から、前記連通空間部１２、前記マイクロポアフィルター４を
介して各ノズル７のインキ溜り部９に送り、このインキを液滴として前記基材１３に対し
、先端吐出口８から吐出する。吐出されたインキは、ステージ１４の移動に伴って、基材
１３上のバンクで囲まれた各画素領域を充填しながら、ラインパターンに形成される。な
お、前記マイクロポアフィルター４は、インキゲル化物や流入パーティクルのインキへの
混入を防止するためのものである。
【００２４】
 前記各ヒーター１１は、ＰＩＤ制御によって局所昇降温調整されており、これによって



(6) JP 2009-283374 A 2009.12.3

10

20

30

40

50

、ノズル７の先端吐出口８の内壁部を通過する液の流動性を変化させることができ、各ヒ
ーター１１の局所昇降温動作をそれぞれ独立制御することで、選択的にノズル内部に滞留
した液状物や固形物（ゲル）を吐出除去し、各ノズル７からの吐出方向（角度）を均一化
させることが可能になる。
【００２５】
　ＰＩＤ制御とは、現在値（ＰＶ）と設定値（ＳＰ）の偏差に比例した出力を出す比例動
作（Ｐ動作）と、その偏差の積分に比例する出力を出す（Ｉ動作）と、偏差の微分に比例
した出力を出す微分動作（Ｄ動作）の和を出力し、目標値に向かって制御することをいう
。
【００２６】
　比例動作（Ｐ動作）とは、比例帯内で現在値と設定値の偏差に比例した操作量を動かす
動作をいい、比例帯の目安は装置によって異なるが２～１０％となる。しかしながら、Ｐ
動作だけでは、オフセット（残留偏差：設定値と現在値のずれ（偏差）が一定の値で、永
続的に続くものである）が生じるため、Ｉ動作を加え、設定値との偏差をなくすような制
御を行うことが一般的である。
【００２７】
　積分動作（Ｉ動作）とは、オフセットが現れた場合に操作量を変えて、オフセットをな
くすように働く動作である。
【００２８】
　微分動作（Ｄ動作）とは、外乱などにより、検出値が変化し始めると、その変化の度合
いに応じて偏差の少ないうちに大きな修正動作を加えて、制御結果が大きく変動するのを
防ぐ動作である。
【００２９】
　上記先端吐出口８の内壁に形成される螺旋状の溝１０の断面形状は、図３の（ａ）～（
ｊ）に示すように種々の態様とすることができる。図３において、（ａ）に示す螺旋溝１
０ａは、三角形断面溝を有する比較的ピッチの小さなものであり、（ｂ）に示す螺旋溝１
０ｂは、三角形断面溝を有する比較的ピッチの大きなものである。（ｃ）に示す螺旋溝１
０ｃは、半円形断面溝を有する比較的ピッチの小さなものであり、（ｄ）に示す螺旋溝１
０ｄは、半円形断面溝を有する比較的ピッチの大きなものである。（ｅ）に示す螺旋溝１
０ｅは、傾斜矩形断面溝を有するものである。
【００３０】
　上記（ａ）～（ｅ）に示すものは、先端吐出口８の液通過部のみに溝を設けたものであ
るが、（ｆ）～（ｊ）に示すように、その上部のインキ溜り部９との境界部である漏斗部
１６にも溝を設けることができる。（ｆ）～（ｊ）に示すものは、それぞれ液通過部に（
ａ）～（ｅ）に示すものに対応する螺旋溝１０ａ～１０ｅを有し、かつ漏斗部１６にも半
円形断面の溝１０ｆを有するものである。このように、上記液通過部に螺旋溝を設けるこ
とによって、ノズル径や前記アスペクト比の変更なく、インキとノズル内壁の単位時間当
たりの接触面積を大きくし、吐出抵抗を大きくすることができるのである。また　液通過
部に溝を設けることで吐出抵抗が大きくなるだけでなく、溝が螺旋形状化することで、吐
出の際、インキが旋回しながら放出され、液の指向性、即ち吐出角度（方向）も安定化す
る。更にインキが旋回することで、インキ内の原体と溶媒の相分離（凝集）が抑制され、
ノズル目詰まりなどの吐出不安定化要因が低減される。
【００３１】
　液通過部に三角形断面の螺旋溝を設けたもの（ａ、ｂ、ｆ、ｇ）は加工性が容易、かつ
溝間ピッチを微細化できるメリットがある。また、液通過部に半円形断面の螺旋溝を設け
たもの（ｃ、ｄ、ｈ、ｉ）は三角形断面の螺旋溝を設けたものよりも、液通過部内壁とイ
ンキとの接触面積がより大きくなることから、単位時間当たりの吐出量を更に小さくする
ことが可能となる。液通過部に傾斜矩形断面の螺旋溝を設けたもの（ｅ、ｊ）については
、溝に傾斜角を持たせることで、ゲル化した固形物や高濃度化したインキ成分をノズル先
端部から効率良く排出させる効果を持つ。
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【００３２】
　図４は、トップエミッション型有機ＥＬ素子の構造を示している。基板２５及びＴＦＴ
２６からなる基材２１上には、平坦化膜２７、第一電極である反射陽極３０がそれぞれ形
成され、更に画素仕切部材としてバンク２９がフォトリソグラフィー法により形成されて
いる。バンクで仕切られた画素領域には、正孔注入層３１、インターレイヤ（電子ブロッ
キング層）３２、有機発光層（ＲＧＢ）３３、電子注入層３４、第二電極である透明電極
３５がこの順に設けられている。また、基材２１上に設けられた反射陽極３０、有機発光
層３３、透明電極３５は、両電極及び有機発光層等を環境中の水分等から保護することを
目的として封止される。封止としては、薄膜封止層（ＳｉＮｘ）３６と樹脂封止層３７と
を透明電極３５上に形成し、この上に色補正用カラーフィルター３８、３９、４０を貼り
合わせる。前記基板２５としては、具体的には板厚０．７mmのガラス基板を用いると好適
である。
【００３３】
　第一電極である反射電極３０は、陽極として、Ｍｇ、Ａｌ、Ｍｏ、ＣｒやＡｇ合金等の
高反射率の金属材料を蒸着法やスパッタリング法といった真空成膜法により形成すること
ができる。また、反射電極３０としては、Ｍｇ、Ａｌ、Ｍｏ、Ｃｒ等の金属膜とＩＴＯ等
の導電性透明酸化物との２層構成としても良い。このとき、ＩＴＯはキャッピング層（ヒ
ロック防止）、正孔注入性向上のための陽極界面層として設けられる。
【００３４】
　バンク２９は絶縁性かつインキ形状保持のため撥水性を有す必要があり、感光性材料等
を用いることができる。感光性材料としてはポジ型であってもネガ型であっても良く、Ｄ
ＮＱ（ジアゾナフソキノン）とバラスト化合物をエステル化させたものや、ノボラック樹
脂、ポリイミド樹脂等を用いることができ、フォトリソグラフィー法による露光工程、現
像工程を経て形成される。具体的には、ポリイミド樹脂を用い、フォトリソグラフィー法
により、ピッチ６０μm、バンク幅４０μｍ、バンク高さ１μmのテーパー形状バンクを形
成した。
【００３５】
　そして、反射電極３０上には、正孔注入層３１が設けられる。正孔注入層形成材料とし
ては、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（３、４－エチレンジオキシチオフェン／ポリスチレンスルホ
ン酸）やＭｏ、Ｗ等の金属酸化物（ＭｏＯｘ、ＷＯｘ）を用いることができる。ＰＥＤＯ
Ｔ／ＰＳＳは水に溶解させ塗工液とし、スピンコート法等により基板上に塗工され、乾燥
される。
【００３６】
　正孔注入層３１上には、インターレイヤ（電子ブロッキング層）３２が設けられる。イ
ンターレイヤ（電子ブロッキング層）３２上には、有機発光層（ＲＧＢ）３３が設けられ
る。有機ＥＬ素子をフルカラー表示させる場合には、赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）、青色（Ｂ
）、それぞれの発光色を有する有機発光層を画素毎にパターニングする必要がある。有機
発光層形成材料としてはポリパラフェニレンビニレン（ＰＰＶ）やポリフルオレン（ＰＦ
）等を用いることができる。これらの有機発光材料は、トルエン等の芳香族系有機溶媒に
溶解させインキとし、本発明に係るダイコート法を用いることにより、３色にパターニン
グされる。具体例については後述する。
【００３７】
　有機発光層（ＲＧＢ）３３上には、電子注入層３４が設けられる。電子注入層形成材料
としては、ＣａやＢａ等の希土類元素を用いることができ、これらの希土類元素を真空蒸
着法により成膜し、電子注入層を形成する。　電子注入層３４上には、陰極として透明電
極３５が設けられる。透明電極３５の形成にあっては、スパッタリング法による成膜を用
いる。
【００３８】
　次に、平坦化膜２７、反射電極３０、バンク２９、正孔注入層３１、インターレイヤ３
２、有機発光層３３、電子注入層３４、透明電極３５が形成された基材２１に対し、封止
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を行う。まず、基材２１全体に薄膜封止層３６を形成する。　薄膜封止層３６としては、
窒化珪素膜、酸化珪素膜、窒化酸化珪素膜等を用いることができる。薄膜封止層３６はＣ
ＶＤ法により形成される。ＣＶＤ法は膜にしたい元素を含む気化させた化合物（ソースガ
ス）をそのまま、あるいは水素・窒素などのキャリアガスと混ぜ、高温加熱した基板表面
にできるだけ均一になるように送り込み、基板表面で分解、還元、酸化、置換などの化学
反応を起こさせ、基材上に薄膜を作る方法である。
【００３９】
　更に、薄膜封止層３６が設けられた基材２１は、樹脂封止層３７を介して、色補正用カ
ラーフィルター３８、３９、４０と貼り合わされる。カラーフィルター基板４０としては
、透明性を有していれば良く、無アルカリガラス、アルカリガラス等のガラスを用いるこ
とができる。樹脂封止層３７としては、エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、シリコーン樹
脂などからなる光硬化型接着性樹脂、熱硬化型接着性樹脂、２液硬化型接着性樹脂や、エ
チレンエチルアクリレート（ＥＥＡ）ポリマー等のアクリル系樹脂、エチレンビニルアセ
テート（ＥＶＡ）等のビニル系樹脂、ポリアミド、合成ゴム等の熱可塑性樹脂や、ポリエ
チレンやポリプロピレンの酸変性物などの熱可塑性接着性樹脂を挙げることもできる。
【００４０】
　次に、上記有機発光層３３をストライプ状ラインパターンに形成する方法の具体例を説
明する。先ず、ポリフルオレン（ＰＦ）からなる有機発光層形成材料を用い、これをメト
キシトルエンもしくはフェノキシトルエンに溶解して固形分比０．７のインキとする。次
いで、３０穴のノズル７が液滴吐出ヘッド１に設けられた液状物吐出装置を用い、上記吐
出方法により、バンク２９で仕切られた各画素領域にインキを充填しつつ、ストライプ状
ラインパターンの有機発光層３３を形成した。
【００４１】
　上記装置及び吐出方法により形成したストライプ状ラインパターンの有機発光層３３は
、ライン内（測定数１０点）、ライン間（測定数３０点）の膜厚バラツキが、目標膜厚中
心値に対し、５％以下であった。このことは、ノズル形状を改良し加熱機構(ヒーター)を
付与することで、各ノズルから液詰まりを生じることなく、微小量安定吐出がなされたこ
とを示すものである。　また、液詰まり問題が改善したのに伴い、従来実施していたノズ
ル安定状態（固形物除去）を確保するためのチューニング（捨打ち）も行う必要がなくな
り、材料利用効率が大幅に向上（従来比５０％アップ）した。更に各ノズルにおける吐出
方向が均一化されたことから、隣接ノズル吐出液との干渉によるバンクで囲まれた領域か
らインキがあふれる混色現象、ポンピングレート（送液量）とステージ送り速度の不均衡
により生じるライン切れなど、従来発生していた問題も解消した。
【００４２】
　また、ラインパターン形成可能なインキの濃粘度マージンも、溶媒揮発や、インキ拡散
原体の外部要因（主に加水分解による分子量変化）に伴う粘度変化にかかわらず、ヒータ
ーによる液流動性調整が可能になったことから、大幅に拡大した。
【産業上の利用可能性】
【００４３】
　本発明の液状物吐出装置及び液状物吐出方法は、有機ＥＬ素子作製に限定されるもので
はなく、ＰＤＰやＦＥＤ（Ｆｉｅｌｄ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ）など様々な
表示デバイスの作製に用いることができる他、レジスト塗布装置やカラーフィルター製造
装置などにも適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】本発明の実施形態に係る液状物吐出装置の要部を模式的に示す図であって、（ａ
）はその縦断正面図，(ｂ)はその底面図である。
【図２】上記装置の基材へのインキ吐出挙動を模式的に示す断面図である。
【図３】ノズル先端吐出口の内壁部を示し、（ａ）～（ｊ）はそれぞれ各種形状の溝を示
す断面模式図である。
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【図４】トップエミッション型有機ＥＬ素子の説明断面図である。
【符号の説明】
【００４５】
１　　液滴吐出ヘッド
７　　ノズル
８　　先端吐出口
１０　溝
１１　ヒーター
１３、２１　基材
２９　バンク
３０　第一電極
３３　有機発光層
３５　透明電極
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